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総括研究報告書 

 

次期健康づくり運動プラン作成と推進に向けた研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・客員教授 

 

研究要旨 

 令和６年度に開始予定の次期国民健康づくり運動プラン（以下、「健康日本 21（第三次）」）の策

定・実施・評価に関して学術的観点からサポートすることを目的に、15 名の研究者で研究班を組織

し、以下の結果を得た。 

１．健康寿命の都道府県格差の推移を評価する指標として、健康日本 21（第三次）が目標とする

「上位４分の１の都道府県の平均の増加分を上回る下位４分の１の都道府県の平均の増加」と

いう指標の妥当性が検証された。健康寿命の地域間格差の要因分析を行うための“見える化”

資料・ツール類を作成・更新した。 

２．健康寿命の関連要因では、独居者で健康寿命が短く世帯構造の変化は健康寿命に影響を及ぼし

た。教育歴の高い群と低い群との間で健康寿命には女性1.6年・男性1.7年の格差があったが、

その格差は社会参加により縮小することが示唆された。 

３．健康日本 21（第三次）における「生活習慣の改善」「生活習慣病の予防」「社会環境の整備・こ

ころの健康・高齢者の健康」に関する目標 30 項目について、さまざまな実施主体別に行うべ

き施策（アクションプラン）を「介入のはしご」に沿って作成した。 

４．共食の機会が多いほどその後の幸福感が高まること、居住地域のジェンダー規範が保守的だと

感じる者では男女ともにメンタルヘルス悪化のリスクが高いこと、学歴・所得の格差よりも資

産・年金の格差の方が高齢者の歯科受診の格差と強く関連したことなどを解明した。 

 以上のように、本研究は計画通りに進捗している。最終年度にあたる来年度も、計画通りに研究

事業を実施し、健康日本 21（第三次）の円滑な展開、そして国民における健康寿命のさらなる延伸

と健康格差の縮小に貢献するものである。 

 

研究分担者 

相田  潤 東京医科歯科大学大学院医歯学総

合研究科・教授 

井上  茂 東京医科大学医学部・主任教授 

岡村 智教 慶應義塾大学医学部・教授 

片野田耕太 国立がん研究センター がん対策

研究所・部長 

川戸美由紀 国立保健医療科学院疫学・統計研

究部・上席主任研究官 

栗山 健一 国立精神・神経医療研究センター 

精神保健研究所・部長 

 

近藤 克則 千葉大学予防医学センター・教授 

近藤 尚己 京都大学大学院医学研究科・教授 

田淵 貴大 大阪国際がんセンター がん対策

センター・特別研究員 

津下 一代 女子栄養大学栄養学部・特任教授 

西  大輔 東京大学大学院医学系研究科・教

授 

村上 義孝 東邦大学医学部・教授 

村山 伸子 新潟県立大学人間生活学部・教授 

横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究

部・部長 
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Ａ．研究目的 

 「二十一世紀における第三次国民健康づくり

運動（健康日本 21（第三次））の基本的な方針

が令和 5 年 5 月 31 日に厚生労働大臣により告

示され、令和６度より適用される。本研究の目

的は、健康日本 21（第三次）の策定・実施・評

価に関して学術的観点からサポートすること

である。具体的には、（１）健康寿命の推移・都

道府県格差を評価し、健康寿命の延伸要因およ

び健康格差（健康寿命の都道府県格差）の関連

要因を解明すること、（２）健康日本 21（第三

次）の目標項目・目標値を提言すること、（３）

目標達成に向けて自治体・健康づくり関連団体

が取組むべき健康増進施策（アクションプラン）

を示すこと、（４）上記施策の効果的な実施・展

開方法を提言すること、（５）健康日本 21（第

三次）の推進及び評価の体制について提案する

こと、である。 

 これらの目的を達成するため、15 名による研

究班を組織する。本研究班は、２つの研究課題

に取り組んでいる。第１に健康寿命に関する課

題であり、第２に健康日本 21（第三次）の推進

に関する課題である。第１の課題は、国民生活

基礎調査データを用いて健康寿命の推移と都

道府県格差の推移を測定・評価するとともに、

コホート研究データを用いて健康寿命の関連

因子を解明するものである。第２の課題では、

健康日本 21（第三次）における目標項目、アク

ションプラン、推進・評価の体制について提案

するものである。 

 これらの検討を通じて、健康日本 21（第三次）

の策定と推進を学術面からサポートし、国民に

おける健康寿命のさらなる延伸と健康格差の

縮小に資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は、研究代表者と 14 名の研究分担

者・4 名の研究協力者で構成される。第１回研

究班会議を令和 5 年 4 月 17 日に開催して本年

度における研究の計画について協議した。その

後、各研究者が相互に連携しつつ研究を進めた。

9 月 4 日に第２回班会議を開催して中間報告と

その協議・検討を行った。さらに令和 6年 1月

19 日に第３回研究班会議を開催して本年度の

研究結果を取りまとめた。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告書を参照されたい。 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

１）健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関する

研究（川戸美由紀・辻 一郎・村上義孝・   

横山徹爾） 

 川戸は、健康寿命の各指標間で都道府県別の

推移を比較し、都道府県格差の評価方法間の比

較を行った。その結果、「日常生活に制限のない

期間の平均」、「自分が健康であると自覚してい

る期間の平均」と「日常生活動作が自立してい

る期間の平均」との間で、都道府県別の推移傾

向に違いがみられた。「日常生活に制限のない

期間の平均」の 2010～2019 年の都道府県格差

に対して、「年次別、上位４分の１と下位４分の

１の都道府県の平均の差」（健康日本 21（第三

次）の目標評価に利用される指標）と「地域格

差指標」の年次推移は、ほぼ同様の傾向であっ

た。 

 öは、65歳以上の地域住民 13,849名を 13 年

間追跡した前向きコホート研究により、教育歴

と健康寿命との関連を検討し、以下の結果を得

た。第１に、教育歴の高い群と低い群との間で

健康寿命には女性 1.6 年・男性 1.7 年の格差が

あった。第２に、低または中レベルの教育歴で

あっても、社会参加を行っている群の健康寿命

は、教育歴が高い群のそれと差がなかった。以

上より、教育歴に伴う健康寿命格差は社会参加
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により縮小する可能性が示唆された。 

 村上は、世帯員数およびその変化が健康寿命

に及ぼす影響について、全国コホート研究であ

る NIPPON DATA90 を用いて多相生命表により検

討した。その結果、65歳平均余命は男性独居で

低い一方で女性独居では差が小さいこと、健康

寿命では両性とも独居では高齢者夫婦に比べ

健康寿命が低いことが分かった。世帯員・構造

の変化に着目すると、高齢夫婦を維持した群に

比べて、変化した群では男性は健康寿命が高い

傾向、女性は若干低い傾向を示した。 

 横山は、自治体（都道府県・市町村）におい

て健康寿命の地域間間格差の要因分析を行う

ための手法を開発するために、都道府県・市区

町村別に、平均自立期間・平均寿命、およびこ

れらに直接影響する死因別死亡、要介護認定率

の地域差や経年推移を“見える化”する資料・

ツール類を作成・更新した。前年度に作成した、

生活習慣・リスク因子等に関するツール類と併

せて、今後、一部の県で市町村格差要因分析を

試行して手順をまとめ、自治体担当者が地域間

格差の要因分析をできるように、具体的な分析

手順書と必要なツール類をパッケージ化する

予定である。 

 

２）主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防

に関する研究（岡村智教・片野田耕太・  

津下一代） 

 岡村は、地域における高血圧対策の事例を抽

出した。具体的には、日本高血圧学会の「高血

圧ゼロのまちづくり」モデルタウンの各自治体

の具体的な取組や特徴を整理した。対象自治体

の取組をまとめると、多くの自治体で、ハイリ

スクアプローチとポピュレーションアプロー

チが併用されているが、ハイリスクアプローチ

では特定健診後のハイリスク者への追加的な

保健指導が多く、ポピュレーションアプローチ

では行政による情報提供や教育が主たる事業

として実施されていた。一方で、インセンティ

ブの導入やデフォルトの変更により選択を誘

導するなど、情報提供より上の段階のポピュレ

ーションアプローチの一律的な実施は困難で

ある可能性も示唆された。 

 片野田は、がんの１次予防の重要な要素であ

る喫煙対策と２次予防（がん検診）について検

討した。喫煙対策のロジックモデルは、喫煙率

の減少・妊娠中の喫煙をなくす、未成年者の喫

煙をなくす、職域のたばこ対策、および受動喫

煙対策の４つについて作成した。アクションプ

ラン骨子は、日常診療や健診等の保健事業の場

での短時間禁煙支援の実施、職域における喫煙

対策実施の促進、法規制の強化につながる受動

喫煙防止条例の制定と対策の推進の３つにつ

いて作成した。がん検診については、厚生労働

省「がん検診のあり方に関する検討会」の議論

に基づいて展開されている事業について公表

資料を収集し、概要をまとめた。喫煙対策では、

禁煙治療の制度化、インセンティブ付与、広告・

販売促進の規制、受動喫煙防止の法制化、たば

こ製品の値上げなど、介入のレベルが高い国の

施策を組み合わせることが重要だと考えられ

た。がん検診については、がん検診個別受診勧

奨・再勧奨（コール・リコール）と精度管理の

徹底が最も重要な施策であると考えられた。 

 津下は、健康日本 21（第三次）の糖尿病分野

における目標達成のため、①健診受診率向上、

②肥満症・メタボリックシンドロームに対する

生活習慣介入、③適切な受療行動、の３つのテ

ーマに焦点をあて、改善策を提案した。①では、

本人へのインセンティブ・ディスインセンティ

ブ付与を検討、公的健康保険における健診の役

割の周知が必要である。②では、肥満症・メタ

ボリックシンドロームに対する生活習慣介入

の効率化を図ること、高度肥満者・薬物治療中

の者に対する減量指導など、医療と保健事業が

連携して取り組むことが必要である。③では、

糖尿病初期教育の場の設定、保険者による重症

化予防事業の効果的な実施、FBR 作成ツールや

国保データベース（KDB）を活用して事業効果を

評価・運用できる仕組が必要である。また、糖
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尿病分野のアクションプランでは、特定健診・

特定保健指導の効果的な運用、重症化予防事業

の着実な実施、事業場における「治療と仕事の

両立支援」などの効果的な活用が必要である。 

 

３）社会生活を営むために必要な機能の維持・

向上に関する研究（近藤克則・西 大輔） 

 近藤（克）は、昨年度作成した高齢者の健康

分野におけるロジックモデルをもとに、１）日

本老年学的評価研究（Japan Gerontological 

Evaluation Study，JAGES）のデータ等を用いて

社会・建造環境や高齢者の健康との関係を分析

し、２）高齢者の社会参加促進について国・自

治体・関係団体・個人の各レベルが取組むべき

施策（アクションプラン）のあり方を整理した。

その結果、１）社会参加によりその後の社会的

サポートが豊かになることや共食の機会が多

いほどその後の幸福感が高くなり、その効果は

独居者の方が大きいことなどを明らかにした。

２）ロジックモデルに沿って、社会参加促進の

アクションプランをマッピングした上で、他部

局を巻き込み、課題横断型のアクションプラン

や仮説として掲示するアクションプランのエ

ビデンスの創出に向けたモニタリング・効果評

価の必要性など、アクションプランのあり方に

ついて整理・提案した。 

 西は、こころの健康に関するアクションプラ

ンを提案し、こころの健康の副次目標となり得

る子ども期逆境体験（ Adverse Childhood 

Experiences: ACEs）と地域格差との関連を検討

した。アクションプランとして、一次予防とし

ては出前講座等による普及啓発、二次予防とし

ては様々な相談窓口の設置と充実、三次予防と

しては精神疾患を持つ人の就労や社会参加の

ための相談支援の充実等が考えられた。また、

ACEs と地域格差との関連に関しては、「日本に

おける新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

問題による社会・健康格差評価研究（The Japan 

COVID-19 and Society Internet Survey: 

JACSIS）」のデータを分析して、以下の結果を得

た。ACE の個数が多いことは成人期の剥奪地域

居住と関連していた。しかし、婚姻状況や教育

歴などの個人要因を共変量に投入すると、有意

差は消失した。ACE と成人期の都市居住とは関

連がなかった。 

 

４）健康格差の縮小に関する研究（近藤尚己・

田淵貴大） 

 近藤（尚）は、健康日本 21（第三次）の目標

である社会環境整備と健康格差の縮小に関し

て検討を行った。まず、社会環境整備に関する

目標のうち、「つながり」「社会活動」「共食」に

ついて、アクションプラン案を作成した。つな

がりでは「通いの場づくり」「つながりづくりに

向けた地域での体制構築支援」、社会活動では

「社会活動の場を促す人材育成と機会づくり」

「人が集まる場や仕組みづくり」「ICT技術を積

極的に取り入れた住民サービスの提供」、共食

では「地域の共食マップを作成する」「父親の育

児参加として食事づくりを推進」「地域で共食

を促す場を作る（子ども食堂、みんな食堂、シ

ニア食堂等）」を選定した。さらに、地域のジェ

ンダー規範とメンタルヘルスとの関連を、全国

61 市町村の 65 歳以上男女 25,937 名のデータ

を用いて検討した。その結果、居住地域のジェ

ンダー規範が保守的だと感じている男性では、

1.9 倍うつ症状を抱く人が多く、2.0 倍自殺念

慮を抱き、2.2 倍自殺未遂歴があった。女性で

も同様に、うつ症状が 1.8 倍、自殺念慮が 2.1

倍、自殺未遂歴が 2.6倍多かった。 

 田淵は、ヘルスプロモーション政策における

健康格差対策として求められるものを検討し、

これからの日本の健康格差対策に必要なアク

ションプランとしての健康格差のモニタリン

グについて検討した。日本の公的統計を活用し

て、喫煙やがん、歯の健康に関する健康格差モ

ニタリングが可能である。健康日本 21 におけ

るアクションプランとして、まずは公開されて

いる公的統計データソースを用いて健康格差

を多角的な視点から「見える化」すること、そ



- 7 - 

して、都道府県格差のみならず市区町村別の格

差をモニタリングすることに政府や地方自治

体、研究者が一丸となって取り組むことで、実

態に即した健康格差対策の議論に結びつくこ

とが期待される。 

 

５）生活習慣及び社会環境の改善に関する研究

（相田 潤・井上 茂・栗山健一・村山伸子） 

 相田は、日本人の高齢者におけるさまざまな

SES 指標と歯科受診との関連を検討した。この

横断研究は 2016 年日本老年学的評価研究

（JAGES）の 65 歳以上の 12,391 人のデータを

用いた。格差勾配指数（SII）および格差相対指

数（RII）を用い、教育、所得、資産、年金と治

療的および予防的歯科受診との関連を検討し

た。参加者の平均年齢は 74.0±6.2歳で前年に

予防的な歯科受診をした人は 56.3％、治療的な

歯科受診した人は 65.9％であった。歯科治療受

診における格差は、資産、年金、所得で観察さ

れたが、予防的受診では所得において有意差は

見られなかった。資産は、治療［（SII 0.09、95％

CI 0.06～0.13）、（RII 1.14、95％CI 1.09～

1.21）］と予防［（SII 0.08、95％CI 0.05～0.12）、

（RII 1.16、95％CI 1.09～1.23）］歯科受診の

格差に最も強い関連を示した。高齢者では、学

歴や所得よりも、むしろ資産や年金が、歯科受

診の健康格差に強い関連を示した。 

 井上は、健康日本 21（第三次）で示された身

体活動・運動の目標のうち、歩数および運動習

慣者の割合の増加を達成するために、国および

各自治体、関連する団体が取り組むべき健康増

進施策（アクションプラン）を示すことを目的

とした。アクションプランの提示にあたり、昨

年度に作成したロジックモデルの改訂を行っ

た。そのために、①日本健康教育学会環境づく

り研究会で議論を行い、②関連する専門家 23人

の構造化インタビューを実施した。完成したロ

ジックモデルは、実施主体別の具体的な健康増

進施策（個別施策）、施策の成果を示す指標（ア

ウトプット指標）、それらの施策によって期待

される個人の変化（中間アウトカム）、そして最

終的な目標（分野別アウトカム：歩数および運

動習慣者の割合）で構成された。また、実施主

体別の個別施策は、より効果の高い施策を検討

するために介入のはしごを用いて整理し、さら

に各施策の内容を解説した。 

 栗山は、睡眠・休養に関するアクションプラ

ンを検討した。健康日本 21（第三次）における

休養目標である、「睡眠休養感」および「睡眠時

間」が十分に確保できるという、目標を達成す

るためには、「健康づくりのための睡眠ガイド

2023」に基づき適切な睡眠の確保のための目標

および具体的対策を広く国民に教育・啓発する

ことがまず求められる。さらに、国や企業がこ

れを達成するために、国民・企業職員の休養時

間を確保し、労働負担を適正化するための環境

整備が必要であるとともに、国民一人ひとりが、

自身の睡眠状態を適切に評価可能とする客観

的睡眠評価デバイス（ウェアラブルデバイス等）

を利用し、適切に活用可能な基盤整備が必要で

ある。これを達成するために、時間外労働の上

限規制や勤務間インターバル制度の周知・徹底

および企業や業種ごとに適切な就業ルールを

定め、充実させるとともに、ウェアラブルデバ

イス等を用いた睡眠管理を普及させるための

インフラ整備、公的支援の導入も有効であると

思われる。 

 村山は、健康日本 21（第三次）で設定された

栄養・食生活分野の目標８項目（適正体重４項

目、栄養素・食物・料理の摂取４項目）につい

て、先行研究および自治体の既存の施策等をも

とに、ロジックモデルの更新、自治体が実施す

ることを想定したアクションプラン（施策の案）

を作成した。いずれの目標についても、ロジッ

クモデルは、プリシード・プロシードモデル、

行動科学理論等の既存のモデル等を用いて、施

策、アウトプット指標、中間アウトカム指標、

アウトカム指標を設定した。アクションプラン

作成では、まず、国、自治体、医療保険者、企

業、保育所・学校等の主体別に、「介入のはしご」
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を用いて施策（取組）を整理した。次に、その

中で重要性、効果のエビデンス等を踏まえて、

具体的なアクションプランのポイントを整理

した。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、以下の５点について調査研

究を行った。 

１. 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関す

る研究 

２. 主要な生活習慣病の発症予防と重症化予

防に関する研究 

３. 社会生活を営むために必要な機能の維持・

向上に関する研究 

４. 健康格差の縮小に関する研究 

５. 生活習慣及び社会環境の改善に関する研

究 

このうち、第１項の研究は健康寿命に関する

検討（測定・計算方法に関する検討、国民生活

基礎調査データを用いた健康寿命の算定、コホ

ート研究データを用いた健康寿命の関連要因

の解明、健康寿命の地域間格差の要因分析と縮

小策の検討など）を行うものである。一方、第

２項から第５項までの研究は次期プラン（健康

日本 21（第三次））のあり方に関する検討（令

和４年度：目標項目と数値目標の提案、令和５

年度：目標達成に向けたアクションプランの提

案、令和６年度：自治体における評価・推進体

制の提案）を行うものである。そこで、第２項

から第５項までの研究については一括して、本

年度の達成状況を論じたい。 

 第１項「健康寿命の延伸と健康格差の縮小に

関する研究」は、健康寿命の算定・健康寿命の

目標設定・関連要因の解明・健康寿命の地域間

格差の縮小策の提案を行うことを目的として

いる。川戸は、健康寿命の都道府県格差の推移

を評価するための様々な指標を比較し、健康日

本 21（第三次）の目標「上位４分の１の都道府

県の平均の増加分を上回る下位４分の１の都

道府県の平均の増加」という指標の妥当性を検

証した。村上とöは、健康寿命の社会的決定要

因として、世帯構造と学歴に注目した。村上は、

独居者で健康寿命が短いことや世帯構造の変

化は健康寿命にも影響を及ぼすことを明らか

にした。öは、教育歴に伴う健康寿命格差は社

会参加により縮小する可能性を示した。これら

の知見は健康寿命延伸策を考える上で重要な

意義を有する。また、横山は健康寿命の関連要

因の地域差や経年推移を“見える化”する資料・

ツール類を作成した。これらは、自治体職員が

健康格差を評価して縮小策を立案するうえで

非常に有意義なものと思われるので、来年度は

研修会の開催などにより普及を目指す予定で

ある。 

 第２項「主要な生活習慣病の発症予防と重症

化予防に関する研究」、第３項「社会生活を営む

ために必要な機能の維持・向上に関する研究」、

第４項「健康格差の縮小に関する研究」、第５項

「生活習慣及び社会環境の改善に関する研究」

では、本年度は研究計画の通り、アクションプ

ランを提案した。アクションプランは、以前に

作成したロジックモデル（個別施策とアウトカ

ムとの関連について階層性をもって全体像を

示すもの）に基づいて作成した。アクションプ

ランでは、国、自治体、医療保険者、企業、保

育所・学校等の主体別に、「介入のはしご」を用

いて施策（取組）を整理した。介入のはしごは、

2010 年に英国公衆衛生白書で初めて示された

もので、さまざまな健康増進施策・介入のレベ

ルを整理したものとして世界中で活用されて

いる。そのレベルは、規制による選択の禁止（レ

ベル１）、選択の制限（レベル２）、逆インセン

ティブによる選択の誘導（レベル３）、インセン

ティブによる選択の誘導（レベル４）、健康的な

選択肢のデフォルト化による選択の誘導（レベ

ル５）、環境整備による選択の誘導（レベル６）、

情報提供（レベル７）、現状のモニタリング（レ

ベル８）となっている。それぞれの介入のレベ

ルを検討・明示し、さらに高いレベルの介入策

を検討・立案することは、政策立案者にとって
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重要な意義を有すると考えられる。 

 また、上記の第２項から第５項までの研究課

題でも、アクションプランの検討に加えて独自

の研究が行われている。たとえば、岡村は日本

高血圧学会「高血圧ゼロのまちづくり」モデル

タウンの各自治体が実施している取組につい

て、介入のはしごを用いて整理した。西は、こ

ころの健康の副次目標となり得る子ども期逆

境体験（ACEs）と地域格差との関連を検討した。

近藤（克）は、共食の機会が多いほどその後の

幸福感が高くなり、その効果は独居者の方が大

きいことなどを明らかにした。近藤（尚）は、

地域のジェンダー規範とメンタルヘルスとの

関連を検討し、居住地域のジェンダー規範が保

守的だと感じている者では、男女ともにメンタ

ルヘルス悪化のリスクが高いことを示した。相

田は、日本人の高齢者におけるさまざまな社会

経済指標と歯科受診との関連を検討し、学歴や

所得よりも資産や年金の方が高齢者における

歯科受診の格差と強く関連したことを報告し

ている。これらの個別研究の成果は、健康日本

21（第三次）が目指す健康格差の縮小、こころ

の健康の維持・向上、そして誰一人取り残さな

い健康づくりの実現に大きく貢献するものと

思われる。 

 以上のように、本研究は計画通りに進捗して

いる。本研究事業に基づく英文原著論文が国際

的学術誌に 27 編掲載されるなど、学術上の価

値も高かった。さらに、健康日本 21（第二次）

の最終評価結果や同（第三次）の計画内容を紹

介する総説論文（日本語）が 11編発表されるな

ど、健康日本 21 の普及啓発にも大きく貢献し

た。さらに、本研究班の会議には厚生労働省か

ら約 20 名の方々が毎回出席されるなど、行政

的にも高く評価されていたものと思われる。 

 最終年度にあたる来年度も、計画通りに研究

事業を進捗させ、健康日本 21（第三次）の円滑

な展開、そして国民における健康寿命のさらな

る延伸と健康格差の縮小に貢献する所存であ

る。 

Ｅ．結 論 

 令和６年度に開始予定の次期国民健康づく

り運動プラン（以下、「健康日本 21（第三次）」）

の策定・実施・評価に関して学術的観点からサ

ポートすることを目的に、15 名の研究者で研究

班を組織し、以下の結果を得た。 

１．健康寿命の都道府県格差の推移を評価する

指標として、健康日本 21（第三次）が目標

とする「上位４分の１の都道府県の平均の

増加分を上回る下位４分の１の都道府県の

平均の増加」という指標の妥当性が検証さ

れた。健康寿命の地域間格差の要因分析を

行うための“見える化”資料・ツール類を

作成・更新した。 

２．健康寿命の関連要因では、独居者で健康寿

命が短く世帯構造の変化は健康寿命に影響

を及ぼした。教育歴の高い群と低い群との

間で健康寿命には女性 1.6 年・男性 1.7 年

の格差があったが、その格差は社会参加に

より縮小することが示唆された。 

３．健康日本 21（第三次）における「生活習慣

の改善」「生活習慣病の予防」「社会環境の

整備・こころの健康・高齢者の健康」に関

する目標 30 項目について、さまざまな実施

主体別に行うべき施策（アクションプラン）

を「介入のはしご」に沿って作成した。 

４．共食の機会が多いほどその後の幸福感が高

まること、居住地域のジェンダー規範が保

守的だと感じる者では男女ともにメンタル

ヘルス悪化のリスクが高いこと、学歴・所

得の格差よりも資産・年金の格差の方が高

齢者の歯科受診の格差と強く関連したこと

などを解明した。 

 以上のように、本研究は計画通りに進捗して

いる。最終年度にあたる来年度も、計画通りに

研究事業を実施し、健康日本 21（第三次）の円

滑な展開、そして国民における健康寿命のさら

なる延伸と健康格差の縮小に貢献するもので

ある。 
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51. Kazuyo Tsushita. Effects of Weight Loss on 
Glucose Metabolism in Overweight People in 

Japan.IDF-WPR Congress 2023, WCS-04: 

Obesity in Diabetes, Kyoto, July 2023. 

52. 津下一代．健康・医療データを駆使する糖尿

病の発症・重症化予防の未来．糖尿病性腎症

重症化予防プログラムの効果検証．第 23 回

日本糖尿病インフォマティクス学会年次学

術集会，岐阜，2023 年 8月． 

53. 津下一代．特定健診・保健指導の理念の原点

と今後の展開（公募シンポジウム「第４期特

定健診・特定保健指導の要点と課題」）．第 82

回日本公衆衛生学会総会，つくば，2023年 10-

11月. 

54. 津下一代．健康日本 21（第三次）と第４期特

定保健指導の動向を踏まえたメタボ対策．第

44 回日本肥満学会・第 41 回日本肥満症治療

学会学術集会・ JASSO 産業医研修会 ,仙

台,2023 年 11月. 

55. 村山伸子．栄養政策における環境整備．鼎談

「ヘルスプロモーションの谷間に火を灯す

－健康行動を促す環境整備をどう進める

か？」．第 31 回日本健康教育学会学術大会, 

東京, 2023 年 7月. 
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３．報道・その他 

1. 辻 一郎．人とのつながりが健康の要．聖教

新聞，2023 年 9月 26 日（第 21642号）． 

2. 辻 一郎．一生で必要な医療費のこと、知っ

てますか？ Tarzan, 2023;869:18-21. 

3. 辻 一郎．健康日本 21（第三次）始動．日本

食糧新聞，2024年 3月 29日号（第12735号）． 

4. 栗山健一．夢に反応 叫び声や暴力 レム睡眠

行動障害．河北新報，2023 年 4月 21 日日刊． 

5. 栗山健一．睡眠中 突然叫ぶ、殴る レム睡眠

行動障害．函館新聞，2023 年 4月 23 日日刊． 

6. 栗山健一．レム睡眠行動障害 夢に応じて体

が動く十勝毎日新聞，2023年4月 24日日刊． 

7. 栗山健一．睡眠休養感をアップする方法．サ

ンデー毎日，2023 年 5 月 7・14 日合併号 

pp120-121. 

8. 栗山健一．レム睡眠行動障害 睡眠中に突然

叫ぶ釧路新聞，2023 年 5月 17 日日刊． 

9. 栗山健一．夢に反応 体が動く レム睡眠行動

障害．四国新聞，2023 年 5月 19 日日刊． 

10. 栗山健一．睡眠中に突然叫ぶ レム睡眠行動

障害 八重山毎日新聞，2023 年 6 月 2 日日

刊． 

11. 栗山健一．大声で寝言 10 年続く母 からだの

質問箱読売新聞（14面），2023 年 6月 2 日日

刊． 

12. 栗山健一．健康特集「睡眠休養感」を高めて

目覚めスッキリ！ハルメク，2023 年 7 月号 

pp79-85． 

13. 栗山健一．なんでも健康相談 眠れなくて困

っています NHK テキスト きょうの健康，

2023 年 8月号 pp113． 

14. 栗山健一．体のお悩みなんでも Q＆A 睡眠編．

irodori FUJIFILM，2023 年 9月号 pp8-11． 

15. 栗山健一．健康 NAVI 特集 睡眠時間＋睡眠

休養感が健康のカギ！Health & Life, 第467

号 2023 年 Autumn 10月号 pp6-11 

16. 栗山健一．シニアの睡眠の質を高める快眠の

ヒント．NHKテキスト きょうの料理, 2023 年

11月号 PR. 

17. 栗山健一．睡眠改善で健康づくり１．睡眠が

およぼす健康への影響－健康リスクを知っ

ておこう－．地方公務員安全と健康フォーラ

ム, Vol.126:28-29, 2023 年 12月号. 

18. 栗山健一．からだの質問箱 足裏が熱く眠れ

ない.読売新聞（9面）, 2024 年 1月 5 日日

刊． 

19. 栗山健一．眠りに満足してますか？ 新“睡

眠ガイド”～．ラジオ「NHKジャーナル」(NHK

ラジオ第一放送), 2024 年 1月 10 日放送. 

20. 栗山健一. 第３部 加齢関連疾患とその周辺

⑯ 多様で重要な役割担う睡眠 老化と寿

命の謎を探る 31 信濃毎日新聞（9面）,2024

年 1月 15 日日刊. 

21. 栗山健一. 第３部 加齢関連疾患とその周辺

⑰ 睡眠時間年齢とともに短く 老化と寿

命の謎を探る 32 信濃毎日新聞（9面）,2024

年 1月 22 日日刊. 

22. 栗山健一. 第３部 加齢関連疾患とその周辺

⑱ 入眠困難 工夫で解決可能に 老化と寿

命の謎を探る 33 信濃毎日新聞（9面）,2024

年 1月 29 日日刊． 

23. 栗山健一.“みみより！くらし解説 あなた

は大丈夫？睡眠の新常識  NHK ニュース, 

2024 年 1月 31 日放送． 

24. 栗山健一. 最新データで導く快適睡眠への

道 . すこやかファミリー ,（株）法研 , 

Vol.833:6-11, 2024 年 2月号. 

25. 栗山健一. 良質な睡眠をとって心身ともに

健康な毎日を過ごす．みんなのミカタ（東京

新聞 140th）睡眠のミカタ 東京新聞（16

面）,2024 年 3月 15 日日刊． 

26. 栗山健一. 寝ても疲れが取れないなら要チ

ェック！あなたの睡眠の質 大丈夫ですか？  

27. 健康イベント＆コンテンツ スマート・ライ

フ・プロジェクト, 厚生労働省,2024 年 3月

22 日. https://www.smartlife.mhlw.go.jp/ 

event/sleep_quality/ 

28. 栗山健一．10 年ぶり指針改定 世代で違う「睡

眠時間と死亡リスク」．特別読物,pp.36-38, 
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週刊新潮 2024 年 3月 28 日号 

29. 近藤尚己．「地域のジェンダー規範が保守的

と感じる高齢者は、うつ症状・自殺念慮・自

殺未遂歴が約２倍多い」2024 年 1-3月．論文

“Community gender norms, mental health 

and suicide ideation and attempts among 

older Japanese adults: a cross-sectional 

study”の内容について，福島民友・下野新

聞・日本海新聞・中国新聞・徳島新聞・秋田

魁新報・沖縄タイムス・佐賀新聞・山陰中央

新報・高知新聞・福島民報・東京新聞夕刊・

千葉日報・京都新聞朝刊・愛媛新聞・南日本

新聞・琉球新報・岩手日報・岐阜新聞・長崎

新聞・新潟日報で紹介された。 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし




